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大原委員 自由民主党福岡市議団を代表して、 

災害に強いまちづくりについて、 

花粉発生源対策についての２点について質問する。 

初めに災害に強いまちづくりについて尋ねる。2024 年１月１日 16

時10分、最大震度７の強烈な地震が能登半島を襲った。初詣を終え、

家族でくつろいでいたところ、突然テレビに倒壊した家屋のすさま

じい映像が映し出され、これは本当に現実なのかと疑うほど衝撃的

であった。今回の地震の被害を大きくした要因として、能登半島は三

方が海に囲まれ、山や丘陵地が多い独特の地形であることから、海岸

の隆起や土砂崩れが多発したこと、過疎と高齢化が進み、古い家屋が

多かったことなどが挙げられているが、あるマスコミの記事による

と、事前の被害想定の甘さが指摘されている。能登地方ではこれほど

大きな地震は起きるはずはないという思い込みが住民側にあったこ

とも含めてのことだが、国、石川県も極めて小さな地震しか想定して

いなかった。その結果として、事前の準備がきちんとできていなかっ

たことが指摘されている。想定していれば、集落の孤立化が予測され、

備蓄対策の在り方も違っていたし、平時の情報通信が途絶しても連

絡が取れる衛星携帯電話を配備するといった事前準備もやっていた

はずだとも言われている。本市は比較的災害が少ない都市と言われ

ているが、土砂災害では、昭和 38 年北部九州を襲った集中豪雨で、

脊振山系が 155 か所も崩落し、室見川上流では土石流が発生し、多

くの家屋が崩壊、３人が博多湾に流され、命を落とした事例がある。

その後も度々御笠川や樋井川なども氾濫を起こしている。地震もあ



った。平成 17 年福岡県西方沖地震では、多くの家屋が損壊し１人が

亡くなるなど甚大な被害があったことは、まだ私たちの記憶にしっ

かり残っている。災害は忘れた頃にやってくると言われるように、い

つやってくるか分からない。いつやってきてもいいように万全の備

えが必要である。しかしながら、備えは行えば切りがないくらいある。

それに伴い費用も切りがない。限られた予算の中で、最大限の効果的

な備えが必要となってくる。本市の防災や減災についての現況と来

年度の取組について質問する。初めに、令和６年度の防災・危機管理

体制の強化の予算内訳を尋ねる。また、そのうち、令和６年能登半島

地震を踏まえた防災対策の強化予算を尋ねる。 

 

市民局長 防災・危機管理体制の強化に係る予算については、区庁

舎の非常用電源整備等が１億 9,918 万 5,000 円、公的備蓄が１億

2,578 万 1,000 円、防災情報システムの機能改修等が 5,762 万円、防

災無線の更新整備が 5,353 万 6,000 円、災害対策本部機能の強化が

1,306 万 2,000 円、その他経費が２億 2,025 万円で、計６億 6,943 万

4,000 円となっている。このうち、能登半島地震を踏まえた防災対策

強化に係る予算は、公的備蓄の拡充が 6,636 万 4,000 円、災害対応支

援システムの改修が 2,973 万円、支援物資集積拠点、輸送網等の機能

評価等が 300 万円で、計 9,909 万 4,000 円となっている。 

 

大原委員 令和６年度の災害対策本部機能の強化として、1,306 万

2,000 円計上されているが、その内容について尋ねる。 

 

市民局長 機能強化に係る予算については、防災関係機関と連携し

た全庁的な災害対処訓練に係る経費が 541 万円、被災者生活再建支

援システムの運用保守に係る経費が 365 万 2,000 円、支援物資集積



拠点、輸送網等の機能評価等に係る経費が 300 万円などとなってい

る。 

大原委員 令和３年度に本庁の 15 階に災害対策本部室が移転され

たが、その目的と機能について尋ねる。 

 

市民局長 災害対策本部室については、大規模災害時に国や自衛隊

などの関係機関から集結する多くの要員が一体的に活動できるよう、

最大約 1,500 平方メートルのスペースをワンフロアに確保するとと

もに、大型マルチモニターなどのＩＣＴ機器の整備を行ったもので

ある。また、本部室の主な機能については、被害状況や避難所の情報

などの収集、分析、応急対応の総合調整、災害対策本部会議の運営な

どを行うこととしている。 

 

大原委員 本庁の最上階に災害対策本部が設けられたが、もし地震

が起きた場合、耐震面からも本部機能を維持できるのか、誰もが心配

するところであるが、本庁建物の耐震性や、停電になった場合の電源

の確保、エレベーターの安全確保について尋ねる。また、15 階に設

置しているＩＣＴ機器の安全性についても答弁されたい。 

 

財政局長 本庁舎については、建築基準法に定める耐震基準を満た

しており、震度６～７相当の地震への耐震性を有している。また、停

電の際には、地下に設置している自家発電設備により、電源を 30 時

間確保することとしているが、現在、同設備を浸水対策も兼ねて、屋

上に移設更新する工事を進めているところであり、令和６年７月か

らは、72 時間の稼働が可能となるとともに、業務に必要なエレベー

ターや照明などに電力を供給する。次に、本庁舎エレベーターについ

ては、地震時管制運転装置を備えており、地震の際には、一旦最寄り



階に停止した上で、震度５弱程度までの場合は自動的に再稼働し、そ

れ以上の震度の場合は、業者による安全点検後、早期に復旧すること

としている。 

市民局長 災害対策本部室のＩＣＴ機器については、災害時におい

ても支障なく使用できるよう、多重化された災害対応用ネットワー

クの導入により、区役所や外局などとの通信インフラの安全性を確

保している。 

 

大原委員 震度６～７相当の地震に対しても、本庁の耐震性、そし

て、機器やエレベーターなどの安全性が確保されているということ

で安心した。次に、災害時の職員の体制についてであるが、民間企業

では災害時には安否確認システムによって、社員の安否確認と業務

指示が行われる形態を取っているところが多くなったと聞いている

が、災害時の市の職員の安否確認と職員への参集指示、また、初動対

応はどのように行われるのか尋ねる。 

市民局長 災害発生時においては、緊急時職員参集システムにより、

職員へメールを一斉配信し参集を指示するとともに、参集の可否や

状況を回答させることとしており、その内容をもって安否確認を行

っている。また、職員の初動対応については、あらかじめ指定された

場所へ参集し、救命救助活動、避難所の開設、運営、支援物資の輸送

など、地域防災計画に定める災害対応業務に従事することとしてい

る。 

 

大原委員 次に、災害時の情報発信についてであるが、災害はいつ

何どき起こるか分からない。また、住み慣れた場所にいるときである

とも限らない。どこにいても的確に避難所の位置や状況等の情報を

入手できる市の防災アプリがあると聞いているが、どういった経緯



でいつ導入されたものか尋ねる。 

市民局長 防災アプリについては、平成 28 年熊本地震において、指

定避難所以外の場所へ避難した人の状況把握が困難だったことを踏

まえ、デジタルを活用した課題解決を目指し、防災アプリ、ツナガル

プラスを開発したものであり、平成 30 年度より運用している。 

 

大原委員 防災アプリ、ツナガルプラスはどのような機能があるの

か尋ねる。 

市民局長 ツナガルプラスについては、現在地周辺の指定避難所の

位置やルートの案内、避難所の混雑状況やオストメイト対応トイレ

の有無などの設備を確認できる機能、また、食事や入浴の時間など避

難所内の情報共有ができる電子掲示板機能、車中泊などの指定避難

所以外の場所へ避難した場合でも、市に対してＧＰＳを用いた正確

な位置情報を伝えるとともに、水や食料などの支援依頼ができる機

能、さらに、在宅避難者に向けた物資配布のお知らせなど、市からの

支援情報を取得できる機能を備えている。 

 

大原委員 防災アプリ、ツナガルプラスは現在どのくらいダウンロ

ードされているのか尋ねる。 

市民局長 ダウンロード数については、令和６年２月末時点で約４

万 1,000 件となっている。 

 

大原委員 ツナガルプラスは大変便利なアプリだと感じたが、ダウ

ンロード数の件数からしても、まだ市民の認知度が大変少ないよう

に思っている。防災アプリ、ツナガルプラスについて、令和６年度は

どのような機能の充実を行おうとしているのか、また、市民の利用促

進はどのように行っていこうとしているのか尋ねる。 



 

市民局長 ツナガルプラスについては、より円滑な被災者支援を行

うため、大量に寄せられる情報を属性や緊急度などから自動的に分

類し、災害対応支援システムへデータ連携する機能を新たに構築す

ることとしている。また、より多くの人に使ってもらえるよう、防災

クイズなどの新たな機能をアプリ内に追加して、その利用を促すキ

ャンペーンを実施するほか、市民参加の防災訓練や防災イベントな

どでの操作体験を実施していく。 

 

大原委員 防災アプリ、ツナガルプラスがもっと普及するように、

啓発活動を望む。災害時の市民の安否確認、特に高齢者や障がいのあ

る人の安否確認はどのように行っているのか尋ねる。 

市民局長 安否確認については、自治協議会、社会福祉協議会及び

民生委員、児童委員などに提供している避難行動要支援者名簿を活

用し、地域において可能な範囲で行ってもらうこととしている。 

 

大原委員 災害時には情報収集が最も重要となってくるが、情報収

集の手段としての携帯電話などの通信機器が利用できなくなること

がよく起きるようである。原因として、停電によって通信中継基地が

機能しなかったり、被災地への通信が混雑するためにつながりにく

くなることが挙げられるが、このような問題にどのように対応する

のか尋ねる。 

市民局長 通信障害については、通信事業者等と調整し移動基地局

車を手配するなどの対応を行うこととしており、その実効性を高め

るため、関係者間で連携した訓練を毎年行っている。 

 

大原委員 今回の地震で多くの木造家屋が倒壊した。その原因とし



て、家屋の耐震化が進んでいなかったことが挙げられる。令和６年度

は木造家屋の耐震化促進をどのように進めていくのか尋ねる。あわ

せて、５年度と６年度の予算も尋ねる。 

住宅都市局長 木造戸建住宅耐震改修工事費補助事業については、

令和６年度から補助上限額を 90 万円から 150 万円に、補助率を 46％

から 80％に引き上げることとしており、その予算額は、５年度は

5,400 万円、６年度は 9,000 万円である。拡充した補助制度のリーフ

レットや揺れやすさマップについて、区役所等での配布や市政だよ

りへの掲載などにより、広く市民へ周知するとともに、様々な機会を

捉えて、耐震改修を働きかけるなど耐震化の促進に向け取り組んで

いく。 

 

大原委員 地震に対しての関心が強い今こそ、耐震化促進を促すチ

ャンスではないかと思う。啓発活動を強力に進めてもらいたいと思

う。庁舎や学校、公民館など、災害対策活動の拠点や避難所となる公

共施設において、耐震化はどのくらい進んでいるのか尋ねる。 

財政局長 公共施設の耐震化については、福岡県西方沖地震を踏ま

え、平成 18 年３月に策定した福岡市公共施設の耐震対策計画に基づ

き、災害対策本部となる庁舎や消防署、避難所となる学校や公民館な

ど 460 施設の耐震診断を行い、その際、耐震基準を満たしていなか

った 260 施設について、令和４年度までに全て耐震化が完了してい

る。 

 

大原委員 地元に学校や公民館があっても、土砂災害警戒区域や浸

水想定区域にあるために、遠い市の施設への避難を余儀なくされた

り、警戒区域内にあることで、児童生徒や職員に災害の危険性がある。

このような危険区域にある公共施設については、どのような対応を



しているのか、また、今後どのように問題解決をしようとしているの

か尋ねる。 

市民局長 避難所については、浸水想定区域内にある施設について

も、建物の２階以上を利用して開設するなど、できる限り身近に避難

できる場所を確保しているが、浸水想定が３メートル以上の場所や

土砂災害警戒区域内にある施設については、開設しないこととして

いる。このため近くの避難所に避難できない地域については、あらか

じめ地域住民と協議の上、校区内の他の避難所等に避難してもらう

こととしている。今後とも地元の民間施設との協定締結を進めるな

ど、より身近な場所での避難所の確保に努めていく。 

 

大原委員 児童生徒のためにも、危険箇所に指定されている学校な

どの施設は、土砂崩れ防止や浸水防止の施策も必要ではないかと思

う。よろしくお願いする。次に、災害時の支援物資についてであるが、

国からのプッシュ型支援物資の集積拠点は本市のどこにあり、集積

拠点から被災住民への物資の搬入はどのように行われるのか、また、

支援物資集積拠点、輸送網等の機能評価等とはどのようなことを行

うのか尋ねる。 

市民局長 物資集積拠点については、東区の総合体育館、博多区の

埋蔵文化財センター月隈収蔵庫、西区の第３給食センターの市内３

か所に設置し、これらの拠点で国などからの支援物資を受け入れる

とともに、耐震化を進めている緊急輸送道路を使用し、各避難所へ輸

送する計画としている。また、支援物資集積拠点、輸送網等の機能評

価等については、この輸送計画をより実効性あるものとするため、支

援物資を迅速に受け入れ、円滑に搬送できるよう、現状の物資輸送体

制を評価し、その結果を踏まえた改善策を検討するものである。 

 



大原委員 次に、避難所の環境についてであるが、避難所は土足で

出入りするところが多く、ほこりや雑菌、ウイルス等が舞い上がるこ

とから、感染症が発生しやすいと言われている。また、床に直接寝る

ことによって、低体温症や睡眠不足となり、脳血管と心臓血管の疾患

などで、災害関連死が多くなるようである。避難所でのストレスや災

害関連死等をなくす対策が必要と思われる。その対策の一つとして、

ベッドの有効性が言われている。直接床に寝ることによって起きる

心身の負担をなくし、手軽に設置できる段ボールベッドは今回の震

災でも重宝されている。特に高齢者や障がいを持った人には最適と

言われている。本市において、段ボールベッドの備蓄がどのように行

われているのか尋ねる。 

市民局長 段ボールベッドについては、現在備蓄していないが、国

からのプッシュ型支援のほか、企業との災害時応援協定を活用し、確

保することとしている。 

 

大原委員 何度か避難者受入れを経験した避難所は、特に高齢者に

段ボールベッドの必要性を痛感し、自治会の自主財源で購入すると

ころもあるようである。本市も備蓄用品の一つとして、検討すべきで

はないかと思う。次に、トイレについてである。今回の震災において

も、ライフラインの途絶によって水道水が止まったために、水洗トイ

レが使えなくなったことから、トイレの使用を控えようと水分の補

給や食事の量を減らすことで、脱水症状やエコノミークラス症候群

が起きたようである。既設のトイレが利用できない場合の対策とし

て、どのような方法を考えているのか尋ねる。 

市民局長 災害用トイレについては、携帯トイレや簡易トイレの備

蓄のほか、マンホールトイレの整備を進めており、これに加え、国か

らのプッシュ型支援により供給されるトイレの活用や、必要に応じ



て災害時応援協定に基づく仮設トイレの設置などにより確保するこ

ととしている。また、令和６年度に繰り返し使える簡易トイレを現在

の 52 台から 304 台に拡充し、発災直後から避難所で使用できるよ

う、各校区の防災倉庫等に２台ずつ配置することとしている。 

 

大原委員 市が来年度拡充するという簡易トイレはどのようなもの

か尋ねる。 

市民局長 簡易トイレについては、水を使わず排せつ物を１回ごと

にラップで自動密封する災害用トイレで、ラップを熱で圧着させ、手

を使わずに個別包装されるため、衛生的で後処理の手間がかからず、

繰り返し使用できるものとなっている。 

 

大原委員 トイレも様々あるようだが、今回の災害で各自治体から

のトイレトレーラーの支援が喜ばれたとのことであった。トイレト

レーラーは、災害時だけではなく、屋外でのイベント開催時のトイレ

問題も解消されるということで注目が集まっているようである。来

年度予算にトイレトレーラーの予算を計上している自治体もある。

本市においても、トイレトレーラーの設置について検討してもいい

のではないかと思う。次に、食事の問題である。避難所がライフライ

ン途絶によって電気や都市ガスが使用できない場合における食事は、

どのように対応するのか尋ねる。 

市民局長 避難所での食事については、公的備蓄として調理不要の

食料 27 万食を備蓄しており、一部を避難所となる公民館などに分散

配置している。また、電気やガスが使用できない場合は、各校区の防

災倉庫にあるカセットコンロの使用や、企業との災害時応援協定に

基づき、非常用発電機やＬＰガスを確保することとしている。 

 



大原委員 学校が避難所として利用され長期化した場合、炊き出し

が予想される。その場合、学校の給食調理室を利用できないのか尋ね

る。 

市民局長 学校調理室の使用については、災害の規模や避難状況な

どを踏まえ、必要に応じて、給食調理室や調理実習室なども活用した

いと考えている。 

 

大原委員 次に、避難所でのペットの取扱いについてである。ペッ

トは犬や猫だけではなく、鳥やウサギなど様々であるが、家族の一員

として大事にされている。避難所へはペットと同伴できないのでは

ないかと心配し、避難を諦める人も多いようである。避難所では動物

の苦手な人やアレルギーのある人もおり、ペットの避難所対策につ

いては、どの自治体も対策に苦慮しているようである。今回の震災に

おいて、避難先でのペットとの共生が数ある懸案事項の一つとして、

看過できない問題になっていると報じられている。本市の避難所で

のペットの取扱いについて、どのような対応をしているのか尋ねる。 

市民局長 避難所でのペットの取扱いについては、避難所敷地内の

風雨をしのげるような場所でケージ等に入れて、他の避難者とは別

のスペースでの飼育をお願いしている。 

 

大原委員 避難所ではペットをケージに入れざるを得ないだろうが、

どうしてもペットから離れられないという人も多いのではないだろ

うか。他都市では、ペットの同伴の一つの方法として、ペット連れで

避難できるように専用のテントを用意しているところもあるそうで

ある。本市は豪雨によって度々避難情報が発信されるが、本市がワン

ヘルスを推進する中で、避難所での動物の共生について、何らかの解

決策を講じておくべきではないだろうか。次に、建築物についてであ



る。本市においては建築物の高さ制限の緩和以降、あちこちで高層の

建築物をよく目にするようになった。アイランドシティの 161 メー

トル 48 階建ての九州一の高層マンションをはじめ、現在市内にある

100 メートルを超す高層マンションは 12 棟とのことである。そのほ

かにも市内には多くの高層建築物が林立している。これらの建物の

地震や火災の防災対策について、どのような取組が行われているの

か尋ねる。まず、地震などによって、停電になり建築物のエレベータ

ーが使用できなくなった場合の対応について尋ねる。 

住宅都市局長 建築基準法により高さ 31 メートルを超える建築物

については、救助活動等の目的で非常用エレベーターの設置が義務

づけられている。また、地震対策として、平成 21 年９月以降は、建

築物に設置される昇降距離が７メートルを超えるエレベーターには、

地震時管制運転装置の設置が義務づけられている。この装置を設置

することで、地震の揺れを感知したエレベーターは一旦停止するも

のの、揺れが収まると予備電源で再稼働し最寄り階に停止すること

で、閉じ込め防止を図るものである。なお、市内の高層マンション 12

棟については、当該装置が設置されていることを確認している。 

 

大原委員 本市は高層建築物だけではなく、５階以上の民間の建築

物などあらゆるところにエレベーターが設置されている。エレベー

ターの地震時管制運転装置の設置が、平成 21 年に建築基準法で義務

づけられているとのことだが、それ以前の同装置が未設置のエレベ

ーターについては、どのように対処しているのか尋ねる。 

住宅都市局長 法改正以前に設置されたエレベーターへの地震時管

制運転装置の設置は義務づけられていないが、所有者や管理者に対

してパンフレットなどを配布し、エレベーター改修などのタイミン

グを捉えながら、当該装置を設置してもらうよう周知、啓発している。 



 

大原委員 本市において古い建物のエレベーターには、地震時管制

運転装置の未設置が多いとも聞いている。2018 年の大阪北部地震で

は、大阪などの２府３県で約６万 6,000 基が停止し、５府県の 339 基

で閉じ込めがあったとのことである。このことを教訓に、閉じ込めが

起きないように、管理者に地震時管制運転装置の設置を喚起すると

ともに、事故時の対応についても万全の処置ができるよう要望する。

今回の地震では、液状化現象で多くの家屋が倒壊した。本市はアイラ

ンドシティなど博多湾沿いに埋立地があるが、埋立地は地震による

液状化現象が起きやすいと考えられる。液状化現象に対してどのよ

うな予防策が行われているのか尋ねる。 

港湾空港局長 博多湾沿いの埋立地においては、主に博多湾のしゅ

んせつ土を用いて埋め立てており、このしゅんせつ土は液状化しに

くい粘土成分が多く、さらに水抜きをして十分に締め固めている。こ

のため、平成17年の福岡県西方沖地震の際、液状化現象については、

アイランドシティでは確認されておらず、その他の埋立地で確認さ

れた箇所もあったが、そのほとんどは小規模なものであったことか

ら、埋立地での液状化現象は発生しにくいものと考えている。 

 

大原委員 埋立地では液状化現象は発生しにくいとのことだが、埋

立地以外の地域でも液状化現象が起きやすい場所があると聞いてい

る。市内には建物が密集している場所もあり、事前のリスク管理が大

変重要であると考えている。市民に立地のリスクを正しく知っても

らうためにも、液状化ハザードマップが必要と思われる。他都市は液

状化ハザードマップが作成され、ホームページ等に掲載されている

ところもあるが、本市のホームページには見当たらない。地域防災計

画の中に、福岡県が作成した液状化危険度分布図を掲載しているよ



うだが、県全体の地図であるため本市の面積が小さく、どこにリスク

があるのか分かりづらいものとなっている。市民に液状化のリスク

を正しく知ってもらうことが大切であり、本市を対象としたマップ

をホームページなどで分かりやすく掲載すべきと思うが、本市の考

えを尋ねる。 

市民局長 液状化危険度分布図については、市民により分かりやす

く液状化のリスクを周知できるよう、市域部分を拡大したマップを

作成して、ホームページに掲載したいと考えている。 

 

大原委員 液状化現象が起きやすい所には、建物を建築する場合、

どのような防止策が行われているのか尋ねる。 

住宅都市局長 建築基準法では、建築主に対し、計画地の地層や地

下水位などの状況を地盤調査で確認することが義務づけられている。

その結果、粒子が均一な砂の層などの地盤であると認められる場合

は、液状化のおそれがあることから、建築物に被害が及ばないよう地

盤改良などの対策を講じることとされている。 

 

大原委員 建築基準法に地盤調査が義務づけられているが、一般住

宅については建築士の責任において設計されており、確認申請の審

査の対象でないことから不安な面がある。このことからも、現在住ん

でいる土地が液状化現象が起きやすいところか知ってもらうのも必

要ではないかと思う。次に、高層建築物の火災時の対応についてであ

るが、高層建築物は消防署のはしご車が届かない階層での場合も考

えられるが、火災時の対応はどのように行うのか尋ねる。 

消防局長 高層建築物においては、消防法令に基づき、スプリンク

ラー設備や消防車から上層階へ水を送るための連結送水管を設置す

るほか、燃えにくい素材で作られたカーテンなどの防炎物品の使用



が義務づけられている。また、建築基準法に基づき、煙が入りにくい

構造となっている特別避難階段や消防隊専用の非常用エレベーター

の設置のほか、火災の拡大を防ぐために防火区画の形成などが義務

づけられており、防火や避難のための規制が強化されている。万が一

火災が発生した際の消防活動については、一般の建物火災より消防

車両の出動台数を増やし、はしご車に加え消防ヘリコプターの活用

や、建物に設置されている様々な消防用設備等を駆使して、人命救助

を最優先とした組織的な消防活動を展開することとしている。 

 

大原委員 今回の防災についての質問だけでも、防災・危機管理部

が置かれている市民局をはじめ関係各局から答弁を受けた。このこ

とからも、災害発生時には全ての局が一丸となって取り組まないと

対処できないことが分かった。災害対策本部機能の強化策として、全

庁的な震災対処訓練が実施されるとのことだが、それぞれの枠を超

えた災害対策本部機能の充実強化に努めることを要望する。また、今

回は、防災の課題の一つである地域の防災力に関する質問を行わな

かったが、この地域の防災力の課題が最も気がかりなところである。

東日本大震災から13年、インフラ整備はほぼ完了したとのことだが、

まだ３万 1,000 人の人々が避難生活を続けている。福島第一原発の

処理や地域の復興など大きな問題を抱えたままである。一日も早い

復興と発展を望む。この未曽有の震災の直後に聞こえてきた言葉が

ある。それが絆であった。家族の絆、地域の絆、一命を取り留めたの

も生きる意欲が湧いたのも絆があったからこそと、この絆という言

葉は瞬く間に全国に広がり、様々な人々が口にした。それから10年、

新型コロナ感染症パンデミックにより、人々はソーシャルディスタ

ンス、つまり、人と人の距離を取ることに翻弄され、絆という言葉も

消滅してしまったかのようである。昨年、コロナが５類に移行され、

コロナ前の日常を取り戻しつつあるというものの、社会や地域も何



か大きく変化したように感じるのは私だけだろうか。防災力に公助

である行政の役割は大きなものがある。しかし、限界がある。自然災

害の発生を止めることも予測することもできない。災害を最小限に

抑えるには、自助、共助の取組が最も重要と言われている。阪神・淡

路大震災のデータでは、倒壊した家屋から救出された人の８割が近

隣住民に救出されたそうである。中でも、生き埋め、閉じ込めの際の

救助については、約７割弱が家族を含む自助、約３割が隣人による共

助となっている。自治体に防災対策として今最も求められるのが、日

頃から地域と一緒になった防災訓練と、地域住民一丸となって助け

合える地域、つまり、絆の強い地域の環境づくりではないだろうか。

町内会の総会が近くなったが、なかなか役員が決まらない、それどこ

ろか町内会にも入会してくれないと、あちこちの町内会長からぼや

きの声が聞こえてくるようになった。このように、地域の人間関係が

ますます希薄化してしまったようである。市長は、市政運営方針にお

いて、自主防災活動の促進などにより、地域防災力の向上に取り組む

と述べた。来年度の住民主体のコミュニティづくりの支援事業は、町

内会活動支援や地域支援活動に力を貸してもらえることで地域力が

高まり、地域防災力の強化にもつながるものと大変期待していると

ころである。この事業は、住民主体のコミュニティづくりとあるよう

に、それぞれの地域の住民が自主的に住民相互の親睦や交流を図り、

連帯感を持って地域の課題等に取り組み、主体的に組織運営ができ

るように支援することであると理解している。地域の自主性を重ん

じ、しっかりと行政の立場で地域を見守り、支援することを強く要望

して、この質問を終わる。次に、花粉発生源対策について尋ねる。私

は昨年９月議会の一般質問において、本市の森づくり施策について

質問を行った。その中で、社会問題化している花粉症の対策として、

市内の杉、ヒノキ人工林の伐採にもっと積極的に取り組むことを要

望した。国は昨年５月に、杉人工林を 10 年で２割削減する方針を打



ち出し、今年２月には、都市部に近い人工林を中心に伐採を重点的に

進める区域を設定した。本市においても、花粉発生源対策が具体的に

動き出そうとしており、令和６年度予算にしっかりと打ち出されて

いる。そこで今回は、本市における来年度からの花粉発生源対策の取

組について質問する。初めに、来年度の重点施策である花粉発生源対

策関連事業について、６年度の予算額とその内容について尋ねる。 

農林水産局長 令和６年度予算額として２億 4,157 万円余を計上し

ており、内訳は、伐採の促進に１億 3,841 万円余、地域産材の利用促

進に１億 316 万円余である。 

 

大原委員 杉、ヒノキの人工林の伐採と、切った木を使う木材利用

の費用についてであるが、これらに係る令和５年度の予算額を尋ね

る。 

農林水産局長 令和５年度の予算額は１億 3,097 万円余である。 

 

大原委員 来年度、取組を強化するに当たって、予算を２倍近く増

額していることが分かった。花粉発生源対策の主な財源となる森林

環境譲与税について、令和元年度より前倒しで地方自治体に配分さ

れてきたものであるが、６年度より、森林環境税として納税者１人当

たり 1,000 円の課税徴収が始まる。６年度の森林環境譲与税の本市

への譲与見込額及びそのうち花粉発生源対策関連事業への充当額を

尋ねる。 

農林水産局長 譲与見込額は２億 1,900 万円で、そのうち花粉発生

源対策関連事業へ１億 5,400 万円の充当を予定している。 

 

大原委員 令和６年度は譲与見込額の７割を花粉発生源対策関連事

業に充てるとのことだが、本市のように都心部に近い人工林の伐採



は、花粉発生源対策としての効果が高いと考えられるため、大胆に予

算配分をしたことを評価する。次に、花粉発生源である杉、ヒノキ人

工林は、市内にはどのくらいあるのか、面積を尋ねる。 

農林水産局長 約 4,900 ヘクタールである。 

 

大原委員 本市の森林面積の５割が杉、ヒノキの人工林であること

が分かった。ところで、本市における来年度からの花粉発生源対策と

しての人工林の削減目標及び削減面積を尋ねる。 

農林水産局長 31 年生以上の杉、ヒノキ人工林約 4,600 ヘクタール

を対象に、10 年間で２割削減を目指すこととしており、削減面積は

約 920 ヘクタールである。 

 

大原委員 なぜ 31 年生以上を伐採対象とするのか尋ねる。 

農林水産局長 国の資料などによると、花粉を多く発生させる林齢

は 31 年生以上とされており、それらを優先して伐採することが花粉

発生源対策として効果的であるためである。 

 

大原委員 令和６年度の杉、ヒノキ人工林の伐採予定面積を尋ねる。

また、今年度はどのくらい伐採したのか、併せて尋ねる。 

農林水産局長 令和６年度は主伐換算で約 80 ヘクタールを予定し

ている。また、５年度は約 60 ヘクタールである。 

 

大原委員 令和５年度と比べて６年度は伐採面積を 20 ヘクタール

拡大することが分かったが、花粉発生源対策は早急な対応が求めら

れている。先ほど答弁のあった削減目標 920 ヘクタールを 10 年で伐

採するのであれば、年間 90 ヘクタール以上が必要になるが、伐採面

積をもっと増やすべきではないか。 



農林水産局長 人工林の伐採については、土砂災害や原木市場への

影響などを十分に配慮しながら取り組む必要があることに加え、人

材確保などの課題もあり、伐採面積については、10 年間の中で段階

的に増やしていく計画としている。 

 

大原委員 伐採拡大に向けては様々な課題があり、急に伐採面積を

増やすことは難しいようである。特に、切り手人材の確保は長年の懸

案事項でもあり、容易に解決できるものではないが、市の森林整備の

中核を担っている森林組合や林業の専門的知見を有する県など、関

係者としっかり連携しながら取り組むよう要望する。次に、来年度は

80 ヘクタール伐採するとのことだが、その伐採方法を尋ねる。 

農林水産局長 主伐による伐採を約 25 ヘクタール、間伐による伐採

を主伐換算で約 55 ヘクタールを予定している。 

 

大原委員 主伐面積は思っていたよりも少ないようだが、主伐 25 ヘ

クタールのうち、市で伐採を予定している面積及び内訳を尋ねる。 

農林水産局長 市で主伐する人工林は約７ヘクタールを予定してお

り、内訳としては、市有林が約５ヘクタール、分収林が約２ヘクター

ルとなっている。 

 

大原委員 民間所有の森林を市が管理している、いわゆる分収林に

ついては、昨年９月議会で、全国的な木材価格の低迷により、契約期

間を 40 年から 60 年に延期することとし、保育管理を継続していく

旨の答弁を受けた。来年度から初めての主伐に着手するとのことで、

今後、分収林の所有者に林業に関心を持ってもらえるものではない

かと思う。分収林の伐採は、今後も継続的に進めていくようにしてい

るのか。 



農林水産局長 花粉発生源対策を推進するため、所有者の意向を確

認した上で、今後の伐採計画を策定し、計画的に伐採に取り組んでい

く。 

 

大原委員 分収林はあちこちにあるが、まずどこから主伐していく

のか尋ねる。 

農林水産局長 分収林の間伐材を市場に出荷する林業資源ビジネス

化プロジェクトにおいて、木材を運び出すための作業道が既に整備

されていることから、これらの地区を優先的に伐採していく予定と

している。 

 

大原委員 市有林や分収林を主伐した後には、どのような樹木の苗

を植えるのか。 

農林水産局長 クヌギやヤマザクラなどの広葉樹を中心に植え替え

を行うこととしている。 

 

大原委員 現在、民間所有の森林でも伐採が行われているが、民有

林にも広葉樹に植え替えるように働きかけを行うよう要望する。先

ほどの答弁によると、主伐 25 ヘクタールのうち７ヘクタールを市で

伐採するとのことだが、残りの 18 ヘクタールは民間所有の森林とい

うことになる。そこで、民間所有の森林についての市の現在の取組状

況について尋ねる。また、民有林の伐採を促進するために、今後どの

ように取り組むのか、併せて所見を尋ねる。 

農林水産局長 民間所有の森林に対しては、荒廃が進んでいる人工

林を対象とした間伐のほか、森林の適切な管理を促すため、今後の森

林経営に対する意向調査や所有森林の位置や形状を明らかにする境

界明確化などを実施している。今後とも、これらの取組を継続すると



ともに、森林組合など関係者の意見を聞きながら、広葉樹苗木の提供

をはじめ、伐採と植え替えの促進につながる効果的な支援策につい

て検討を進めていく。 

 

大原委員 現在、森林所有者の多くは森林に対しての関心も薄く、

所有の山林に一度も足を運んだこともなく、森林の状況を全く把握

していないとも言われている。森林所有者の状況把握を行う意向調

査や境界明確化の取組は、花粉発生源対策について普及啓発を行う

絶好の機会であると考えられる。また、民間所有の森林の伐採につい

ては、所有者任せにしておくと、伐採計画が計画的に進まないことや、

逆に無秩序な伐採による土砂崩れ等も危惧される。そうした状況を

招かないためにも、民間所有の森林についても、市においてしっかり

と把握に努め、民有林の所有者に情報を提供しながら、花粉発生源対

策を計画的に進めることを強く要望する。次に、杉やヒノキの主伐を

進めるためには、出口戦略として、切った木材を利用していくことも

重要だと考えられる。木材利用に係る今後の取組の方向性を尋ねる。 

農林水産局長 地域産材の利用促進に向け、令和６年度より組織を

強化し、伐採した地域産材を公共施設整備に安定的に供給すること

で、さらなる利用拡大に取り組むとともに、民間施設等における木材

利用の促進についても検討していく。 

 

大原委員 令和６年度はどこの施設で地域産材を活用するのか尋ね

る。 

農林水産局長 令和６年度は、照葉はばたき校区における、150 坪で

は市内初となる木造による公民館をはじめ、東エリア特別支援学校

や橋本駅、桜並木駅等の駐輪場などでの活用を予定している。 

 



大原委員 アイランドシティの照葉はばたき公民館に続き、早良区

の内野公民館についても、木造での建て替えを前提として設計の準

備が進められていると聞いている。公共施設等における市産材の利

用が進んでいくことは、林産業の活性化だけではなく、花粉症対策や

ＳＤＧｓの促進にもつながり、非常によい取組だと思う。しかしなが

ら、公共施設だけでは限りがある。本市は公共施設は無論のこと、民

間での木材利用に向け、今後どのように取り組んでいくのか、所見を

尋ねる。 

農林水産局長 ＳＤＧｓや脱炭素社会への貢献を背景として、店舗

やオフィスなどの建築や改修等に合わせ、木材利用を検討している

事業者もいることから、森林組合と連携し市内産材を円滑に供給す

るなど、木材利用の取組を促進するとともに、木材活用の重要性に関

するＰＲに努めるなど、民間施設での利用拡大につながる仕組みづ

くりを進めていく。 

 

大原委員 本市のシンボル的開発で環境にも配慮した事業である天

神ビッグバンに木をふんだんに利用してもらいたいと、これまで強

く願っていた。先日の新聞記事によると、天神イムズ跡に建築予定の

高さ 91 メートルの 21 階建ての外装に木材を使ったオフィスビルが

登場するとあり、結びに、都市の森をもっともっと増やしたいとあっ

た。東京都をはじめ、あちこちの都市で、木造ビルなど木材を利用し

た建築物が増えてきている。本市においても、民間の建物にもっと木

が利用されることを期待しているところである。木材利用の拡大は

花粉発生源対策でもある。来年度の花粉発生源対策の推進に大いに

期待している。最後に、花粉発生源対策の今後の取組について、市長

の所見を尋ね、質問を終わる。 

市長 本市は市域面積の３分の１を森林が占め、これらの快適で豊



かな環境をみんなで次世代に残していく Fukuoka Green NEXT を推

進しており、基幹プロジェクトである油山市民の森のリニューアル

をはじめ、市内産材の利用促進などに取り組んでいる。花粉発生源対

策は喫緊の課題であると認識しており、令和６年度より、市内の杉、

ヒノキ人工林の伐採を加速化し、広葉樹への植え替えを進めるとと

もに、公民館などの公共施設に加え、民間施設への市内産材の利用拡

大を図っていく。今後とも、切って、使って、植える森林資源の循環

利用によって、次世代に残していく森づくりにしっかりと取り組ん

でいく。 

 


